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健康経営とは…

・ 従業員等の健康保持・増進を目的として投下された取組みへの投資
（コストではない）。

・ 直接のプログラムだけでなく、参加しやすい環境・制度・風土への投資も含む。

・ 人的資本（健康を通じてあらゆる能力・意欲向上に繋げる）、社会関係資本
（経営と従業員、従業員間の信頼、ネットワーク、心理的安全性）を生み出す。

企業の価値を高める、企業の成⾧につなげる、持続可能性を高める
経営手法
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「健康経営」は「健康投資」の概念が大切



健康経営に取り組む優良な企業を見える化するための表彰制度
経済産業省と連携しながら、認定機関である日本健康会議のもと、健康経営優良法人認定事務局が運営。

健康宣言＝
保険者、健康保険組合、協会けんぽ
などが主幹

経済産業省と
東京証券取引所が主幹
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健康経営優良法人顕彰制度

出典:健康経営優良法人認定事務局 『ACTION!健康経営』

令和8年度
健康経営銘柄Premier顕彰

開始



← 前提となる従業員の安全衛生に関わる法令等を
遵守しているかを評価

健康経営の推進方針、情報発信、経営
トップのコミットメント、従業員への浸透等を
評価する

ｓ
実践状況をどのように
評価、改善しているか
を評価する

従業員の健康保持、増進に向けた
実施体制を評価する

どのような施策
を実施している
かを評価する
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健康経営優良法人の評価フレーム

出典:健康経営優良法人認定事務局 『ACTION!健康経営』



Xでの事務局公式アカウント
＠act_kenkokeiei

https://x.com/act_kenkokeiei

今後も「ACTION!健康経営」や
公式「X」アカウントで

健康経営に関する情報を積極的に発信!
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公式ポータルサイト:ACTION!健康経営
https://kenko-keiei.jp/

健康経営優良法人認定事務局からの情報発信
（申請認定に関する情報もこちらにすべて掲載します）



健康経営優良法人認定を初めて
ご申請される方は、ぜひこちらのサン
プルを眺めてから始めてください。

6

健康経営度調査票、認定申請書のサンプル

【大規模法人部門】健康経営度調査票 【中小規模法人部門】健康経営優良法人認定申請書
出典:健康経営優良法人認定事務局 『ACTION!健康経営』
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申請フロー（中小規模法人部門における申請の4STEP）
具体的な申請、認定までのフローを４Stepでご説明いたします。

出典:健康経営優良法人認定事務局 『ACTION!健康経営』
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中小規模法人部門への申請には「健康宣言事業」への参加が必須です。
保険者の「健康宣言事業」に参加しましょう。 「健康宣言事業」に参加するには、加入保険者へ連絡し、
健康宣言事業への参加方法等をご確認ください。

※加入保険者が健康宣言事業を実施していない場合、自治体の健康宣言事業へ参加するか、
自社で健康宣言を行いましょう。

経営層としっかり話し合い、健康経営の意義を理解していただいたうえで、自社の経営理念や経営戦略を
実現するための健康課題を明確にします。組織を整え、健康課題の解決につながるよう戦略的に健康投
資をします。継続できる組織体制や専門家の視点も重要です。保険者や自治体、経済団体等の地域ネット
ワークを積極的に活用しましょう。
※保険者は特定検診・特定保健指導等をはじめとした健康経営の施策に欠
かせないパートナーです。連携を強化しましょう。

実施した施策に関しては、しっかりと事後振り返り、次の施策に活かしていきます。

STEP1 健康宣言事業に参加

STEP2 健康経営を実践

出典:健康経営優良法人認定事務局 『ACTION!健康経営』
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申請期間に「ACTION!健康経営」内に開設される申請ページから、申請書をダウンロードし
ます。入力後、申請書をアップロードすれば申請完了です。

※申請内容の詳細がわかる説明書類について、申請時の提出は不要ですが、いつでも提出
できるよう用意が必要です。

※申請ページ開設のお知らせメールはID取得時に登録したメールアドレスに届きます。

認定要件を満たした場合、認定通知がメールで届きます。

STEP3 申請書をダウンロードして申請

STEP4 健康経営優良法人に認定

出典:健康経営優良法人認定事務局 『ACTION!健康経営』



日経の計上は、
収入はその他収入として3月計上
経費も1年分が3月計上となる。

【大規模法人】
80,000円（税込88,000円）/件

※グループ会社と合算で申請する場合、
申請主体となる法人80,000円（税込88,000円）
に加え、同時認定対象となる法人1社につき
15,000円（税込16,500円）が加算になります

【中小規模法人】
15,000円（税込16,500円）/件
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スケジュールと認定申請料について
※下記は令和7年度申請のスケジュールです

出典:健康経営優良法人認定事務局 『ACTION!健康経営』
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健康経営優良法人の認定要件

１．経営理念・方針

自社従業員を超えた健康
増進に関する取り組み

左記①～
⑰のうち14
項目以上

健康経営の推進方針の浸透 Q17SQ4 - 必須

健診・検診等の活用・推進

②従業員の健康診断の実施（受診率100％） Q34(a)

Q61

Q58

左
記
①
～

⑰
の
う
ち
1
4
項
目
以
上

左
記
②
～

⑰
の
う
ち
1
4
項
目
以
上

③受診勧奨に関する取り組み

必須

４．評価・改善
健康経営の推進に関する
効果検証

健康経営の実施についての効果検証 Q71

必須

①トップランナーとして健康経営の普及に
取り組んでいること

Q20 & Q21 必須

２．組織体制

健康づくり責任者が役員以上 Q22

従業員パフォーマンス指標及び測定方法
の開示

Q18SQ3 -

健康経営の戦略、社内外
への情報開示

必須

実施体制

必須

銘柄・
ホワイト

500

- 必須

必須

健康経営推進に関する経営レベルの会
議での議題・決定

Q23
経営層の体制

受動喫煙対策に関する取り組み Q63

仕事と治療の両立支援
⑧がん等の私病に関する復職・両立支援
の取り組み（⑮以外）

Q47

保健指導

⑪保健指導の実施及び特定保健指導実
施機会の提供に関する取り組み
※「生活習慣病予備群者への特定保健指導以
外の保健指導」については参加率（実施率）を
測っていること

Q51 & Q52 &
Q53 &

Q53SQ1

喫煙対策

ワークライフバランスの推進

職場の活性化 ⑦コミュニケ－ションの促進に向けた取り組み

具体的な健康保持・増進
施策

⑫食生活の改善に向けた取り組み Q54

産業医・保健師の関与 Q26

健保組合等保険者との連携 健保組合等保険者との協議・連携 Q28 & Q29

健康経営の方針等の社内外への発信
Q17 & Q18(a)
& Q18SQ4

感染症予防対策 ⑯感染症予防に関する取り組み

Q48 & Q49

Q50

大項目 中項目 小項目 評価項目 該当設問 大規模

必須

必須

従業員の心と
身体の健康づ
くりに関する具
体的対策

３．制度・
　　施策実行

従業員の健康
課題の把握と
必要な対策の
検討

健康課題に基づいた具体
的な目標の設定

健康経営の具体的な推進計画 Q33

ヘルスリテラシーの向上

⑤管理職または従業員に対する教育機
会の設定
※「従業員の健康保持・増進に関する教育」に
ついては参加率（実施率）を測っていること

Q38(a) or
Q38(b) or (Q39
& Q39SQ2(b))

必須

⑮心の健康保持・増進に関する取り組み

⑥適切な働き方の実現及び育児・介護の
両立支援の取り組み

⑨女性の健康保持・増進に向けた取り組み

⑩高年齢従業員の健康や体力の状況に
応じた取り組み

性差・年齢に配慮した
職場づくり

健康経営の実
践に向けた土

台づくり

Q35 or Q36

④50人未満の事業場におけるストレス
チェックの実施

⑰喫煙率低下に向けた取り組み Q62

定期健診を実施していること、50人以上の事業場においてストレスチェック
を実施していること、労働基準法または労働安全衛生法に係る違反により
送検されていないこと等　※Q4SQ1誓約事項参照

Q37(a)

⑬運動機会の増進に向けた取り組み Q55

⑭長時間労働者への対応に関する取り組み Q57

Q41 & Q42 &
Q44

Q46

５．法令遵守・リスクマネジメント

⑰喫煙率低下に向けた取り組み Q30

③50人未満の事業場におけるストレ
スチェックの実施

Q13

感染症予防対
策

喫煙対策

受動喫煙対策に関する取り組み Q31

⑫食生活の改善に向けた取り組み

2．組織体制

健康づくり担当者の設置 Q8

(求めに応じて)40歳以上の従業員の
健診データの提供

Q9

大項目 中項目 小項目 評価項目

該当設問（該
当Qに対応す
るSQも含めて
回答が必要）

認定要件

中小規模法人部門

1．経営理念・方針
健康宣言の社内外への発信及び経
営者自身の健診受診

Q6&Q7 必須

小規模事
業者向け

特例

必須

必須

必須

必須

必須

必須 -

必須

必須

必須

左
記
⑪
～

⑰
の
う
ち
2
項
目
以
上

健
康
経
営
の
具
体
的
な

推
進
計
画
～

左
記
③
の

う
ち
2
項
目
以
上

必須

左
記
①
～

③
の

う
ち
2
項
目
以

上

左
記
⑪
～

⑰
う
ち
4
項
目
以
上

左
記
④
～

⑩
の
う
ち

2
項
目
以
上

左
記
④
～

⑩
の
う
ち

2
項
目
以
上

（3）従業員の
心と身体の健
康づくりに関す
る具体的対策

具体的な健康
保持・増進施

策
Q26

⑭長時間労働者への対応に関する
取り組み

Q27

⑮心の健康保持・増進に関する取り
組み

Q28

⑯感染症予防に関する取り組み Q29

⑪保健指導の実施または特定保健
指導実施機会の提供に関する取り
組み

Q23orQ24

Q25

⑬運動機会の増進に向けた取り組
み

①従業員の健康診断の実施（受診
率実質100％）

Q11

ブ
ラ
イ
ト
5
0
0
・
ネ
ク
ス
ト
ブ
ラ
イ
ト
1
0
0
0
は

左
記
①
～

⑰
の
う
ち
1
6
項
目
以
上

必須

仕事と治療の
両立支援

⑧がん等の私病に関する復職・両
立支援の取り組み（⑮以外）

Q20

⑩高年齢従業員の健康や体力の状
況に応じた取り組み

④管理職または従業員に対する教
育機会の設定

Q14orQ15

⑤適切な働き方実現に向けた取り
組み

Q16

職場の活性化
⑦コミュニケ－ションの促進に向け
た取り組み

Q19

Q22

ヘルスリテラ
シーの向上

性差・年齢に
配慮した職場
づくり

Q21

⑥仕事と育児または介護の両立支
援の取り組み

Q17orQ18

ワークライフバ
ランスの推進

②受診勧奨の取り組み
Q12①or
Q12②

（2）健康経営
の実践に向け
た土台づくり

⑨女性の健康保持・増進に向けた
取り組み

-ブライト500認定設問への回答

4．評価・改善
健康経営の取り組みに対する評価・
改善

Q32

5．法令遵守・リスクマネジメント

定期健診を実施していること、50人以上の事業場に
おいてストレスチェックを実施していること、労働基準
法または労働安全衛生法に係る違反により送検さ
れていないこと、等　※申請内容記載票の誓約事項
参照

3
．
制
度
・
施
策
実
行

（1）従業員の
健康課題の把
握と必要な対
策の検討

健康課題に基
づいた具体的
な目標の設定

健康経営の具体的な推進計画 Q10

健康課題の把
握

健康経営優良法人2026（大規模法人部門） 認定要件

健康経営優良法人認定2026（中小規模法人部門）認定要件

いずれもR7年度
のものです

出典:健康経営優良法人認定事務局 『ACTION!健康経営』
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小規模事業者向け特例について

従業員数の少ない、小規模事業者の皆様については、取
組の実態に合わせた健康経営の推進を促すにあたり、認定
要件を低減した特例を設けている。

⑰喫煙率低下に向けた取り組み Q30

③50人未満の事業場におけるストレ
スチェックの実施

Q13

感染症予防対
策

喫煙対策

受動喫煙対策に関する取り組み Q31

⑫食生活の改善に向けた取り組み

2．組織体制

健康づくり担当者の設置 Q8

(求めに応じて)40歳以上の従業員の
健診データの提供

Q9

大項目 中項目 小項目 評価項目

該当設問（該
当Qに対応す
るSQも含めて
回答が必要）

認定要件

中小規模法人部門

1．経営理念・方針
健康宣言の社内外への発信及び経
営者自身の健診受診

Q6&Q7 必須

小規模事
業者向け

特例

必須

必須

必須

必須

必須

必須 -

必須

必須

必須

左
記
⑪
～

⑰
の
う
ち
2
項
目
以
上

健
康
経
営
の
具
体
的
な

推
進
計
画
～

左
記
③
の

う
ち
2
項
目
以
上

必須

左
記
①
～

③
の

う
ち
2
項
目
以

上

左
記
⑪
～

⑰
う
ち
4
項
目
以
上

左
記
④
～

⑩
の
う
ち

2
項
目
以
上

左
記
④
～

⑩
の
う
ち

2
項
目
以
上

（3）従業員の
心と身体の健
康づくりに関す
る具体的対策

具体的な健康
保持・増進施

策
Q26

⑭長時間労働者への対応に関する
取り組み

Q27

⑮心の健康保持・増進に関する取り
組み

Q28

⑯感染症予防に関する取り組み Q29

⑪保健指導の実施または特定保健
指導実施機会の提供に関する取り
組み

Q23orQ24

Q25

⑬運動機会の増進に向けた取り組
み

①従業員の健康診断の実施（受診
率実質100％）

Q11

ブ
ラ
イ
ト
5
0
0
・
ネ
ク
ス
ト
ブ
ラ
イ
ト
1
0
0
0
は

左
記
①
～

⑰
の
う
ち
1
6
項
目
以
上

必須

仕事と治療の
両立支援

⑧がん等の私病に関する復職・両
立支援の取り組み（⑮以外）

Q20

⑩高年齢従業員の健康や体力の状
況に応じた取り組み

④管理職または従業員に対する教
育機会の設定

Q14orQ15

⑤適切な働き方実現に向けた取り
組み

Q16

職場の活性化
⑦コミュニケ－ションの促進に向け
た取り組み

Q19

Q22

ヘルスリテラ
シーの向上

性差・年齢に
配慮した職場
づくり

Q21

⑥仕事と育児または介護の両立支
援の取り組み

Q17orQ18

ワークライフバ
ランスの推進

②受診勧奨の取り組み
Q12①or
Q12②

（2）健康経営
の実践に向け
た土台づくり

⑨女性の健康保持・増進に向けた
取り組み

-ブライト500認定設問への回答

4．評価・改善
健康経営の取り組みに対する評価・
改善

Q32

5．法令遵守・リスクマネジメント

定期健診を実施していること、50人以上の事業場に
おいてストレスチェックを実施していること、労働基準
法または労働安全衛生法に係る違反により送検さ
れていないこと、等　※申請内容記載票の誓約事項
参照

3
．
制
度
・
施
策
実
行

（1）従業員の
健康課題の把
握と必要な対
策の検討

健康課題に基
づいた具体的
な目標の設定

健康経営の具体的な推進計画 Q10

健康課題の把
握
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「健康経営優良法人認定」を受ける近道（健康経営ガイドブック）

「健康経営ガイドブック 健康経営優良法人認定事務局編」は、

経済産業省から2016年に公開された『企業の「健康経営ガイドブック」～連携・協働による健
康づくりのススメ～（改定第1版）※１及び2020年に公表された「健康投資管理会計ガイド
ライン」※２の内容を一体として整理し、健康経営の定義や健康投資による効果、健康経営の
実践手順、健康経営戦略マップの作成方法、健康経営に関する情報開示について取りまとめて
います。

https://kenko-keiei.jp/5171/
から無料でダウンロードいただけます。

健康経営優良法人認定事務局公式ポータルサイト
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経営方針や組織の健康課題を検討して、経営者や役員クラスと共有をして、
中小企業法人部門の場合は健康宣言を行います。
それを改善する健康づくり施策を目標をもって実施し、結果をチェックして改善を行っていく方法が手間がかかるようで、
効率的で効果が出やすい手法です。

【健康経営戦略マップ】 健康経営戦略マップは、健康投資のストー
リーを見える化するものです。

経営者と健康経営推進担当者、健康経営
推進担当者とその他の従業員や産業保健
専門スタッフ、支援事業者などで共有しなが
ら、健康経営の質を1年1年高め、結果の
出るものにするためのツールです。

様式は各社各様で問題ありませんので、毎
年書き換えても構いません。

「健康経営優良法人認定」を受ける近道（健康経営戦略マップ）
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健康経営にご興味を持っていただいた方に向けて、健康経営とは何か、どのようなメリットがあるのか、具体的にどのように
取り組みを始めたら良いのか等を、分かりやすく記載したハンドブックも「ACTION!健康経営」に収録しています。

健康経営ハンドブック

出典:健康経営優良法人認定事務局 『ACTION!健康経営』



国家戦略の中で健康経営がどう変わっていくのか
本年度の健康経営度調査、健康経営優良法人（中小規模法人部門）申請書の審議が行われる

経済産業省「健康経営推進検討会」（7月14日予定）

申請をサポートする健康経営優良法人認定事務局からの以下3点

・申請の手引き（8月下旬予定）
・申請に関する説明ウェブセミナー（9月上旬予定）
・各部門のよくある質問

16

申請に向けて担当者は確認しましょう
以下のそれぞれの情報をご確認ください。
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最後に、健康経営とは（私見）、

「組織を愛で満たすこと」
自分を大切に、周囲を大切に、従業員を大切に、大事な人を大切に

健康風土の醸成
企業や組織の中で「健康を重視する考え方や行動が当たり前になっている状態

生産性の向上→業績向上、誰もが尊重され働きやすい職場→離職率の低減
イキイキと働く職場の魅力→採用力向上、優良法人認定制度による信頼性・ブランド向上

企業や組織の経営に前向きな効果

周囲からも尊敬され、持続可能な成⾧力の高い企業・組織へ



ご清聴いただき
ありがとうございました


